












































































































































































































































































































































































































































































































































護士と同様に能力があり， よく訓練されてい ることが肝要である， という。
会社法規部が， 会社と社外弁護士との間のかけ橋として作られたいわばス
リスト型の小さな部からゼ プ型（generalmanaganentベシヤ
staff）
は，帽
ネラル・スタッ
の完全なる会社法規部としての現在の地位へ移り変ってきた期間の間
ほとんどの法規部は， 新しいロースクール（Iawschool）の卒業生よりも
むしろ経験のある弁護士を雇ってきたのである。 その主たる理由は，ほとん
どの場合， 法規部が雇う弁護士に適切な訓練をほどこすほどに法規部が大き
<なかったからだと説く。
会社法規部の規模が大きくなるにつれて若い弁護士を訓練しかしながら，
する能力が増えてきている。今日，多くの法規部では，新しいロースクール
⑭
の卒業生を雇用し，法規部自身で計Ⅱ練を行っている。その結果，経験をつん
だ弁護士を雇うことは減少する傾向にあるという。
９社内弁護士の専門的地位・他会社の法律スタッフが大きくなるにつ
れ，社内弁護士の数も増加してくるにつれて，アメリカにおける社内弁護士
の認識も深まってきているという。
川社内弁護士と社外弁護士は，具体的には同じ専門的資格と地位をもった
⑪人〃であることにはlまとんど疑いもない。会社法規部の弁護士の法律実務に
ついての水準は他の弁護士によって要求されたものと同様である。 会社は，
法規部に雇われた弁護士によって法廷で代表されうる。彼らは，普通の弁護
彼が仕事をする州の弁護士会に登録されているのであるという。士と同様，
この社内弁護士の専門的地位と社内弁護士の増加する関係の一つの徴候は，
会社の従業員への法的助言に関する政策における変化である。 すなわち，以
会社従業員に彼らの個人的問題に関して法的肋前は，明らかに法規部員が，
言を与えることが許されていた。しかし，今日では，ほとんどの法規部員は
従業員に法的助言を与えることを謹んでいる。会社法規部の最近の調査によ
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社内弁護士が従業員個人に助言を与えることに反対している，ると，
１０
という。
結論本論文の結論としては，会社法規部の発展は，規部の発展は，アメリカの法律
よく組織された法規部の弁護士の歴史において優れた前進であったと説く。
として，専門的訓練と地位を求め，保持．
ってカウンセリングや照会サービスから，
保持する第一級の能力をもった入念であ
全般にわたる法規部の発展は当然
のことながら会社にとっても有益であるという。
(1)CharlesS,Maddock,theCoや”α"o〃Ｌα〃、幼”/碗e"/,30HarvardBusiness
Review,Ｐ11串136,(1952)．
(2)Smith，ゴルＣﾙα…婚Ｓｊｍ"ｓ〃ＣＤ"0γα/CCC""Sel,３５Ｎ.Ｙ・StateＢａｒ
J、9,190963)．
(3)拙著『国際経営法学序説』５８頁以下（1972年刊）
(4)拙著『会社法規部』176頁（1978年刊）
(5)ＳｔａｎＣ・Kaiman,ＣＯ””a2cL2gm鉈”ice；ＡＰｱｶﾞ糊e,TheBusinessIawyer
VOL、２６，Ｎ0.4,1131-1144（1971）
TheEd"cα"0"αノFbC"cZ”〃”αＣＯ"ｏｒα/eL2gpJD幼””c"Z,１６BusinessGavin，
Iaw、３７０，３７１（1961)．
(6)拙著『前掲』９９頁
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305（NorIhwesternUniversity，1964)．
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Lawyer，Ｖ01.28,Ｎ０，１，Ｐ235（1972)，なお，社内弁護士と社外弁護士の関係に
ついて，拙述「社外弁護士Ⅲ」参照，比較法制研究第４号掲載予定
(8)Woodman，Ｗﾉｾα’オノheErec"ﾉﾌﾞ"ＧＥ幼ec'３"'んCCCゆりγａ２ｅＬａｗＤ幼α歩
柳e"′，１３BusinessLaw，461,4620958)．
(9)拙著『前掲』８６頁
国士館法学第７号122頁（1975年刊）⑩拙稿「会社法規部小論」
⑪拙箸『国際経営法学序説』６０頁以下（1972年刊）
⑫この点については，「ニューヨーク・タイムズ」の1974年３月７日付に「多く
の会社は弁護士費用をできるだけ削減しようと，社内弁護士の拡充を図り社外弁護
士への依頼を少なくしている」と，報道していたように，アメリカにおいては企業
1１２
における社外弁護士の費用は無視できないのが実態である。 飯島澄雄署「アメリカ
の法律家（下)」（東京布井出版208頁）
⑬ErwinOSmige1，ＴﾙｅＷｐ〃Ｓかcc'LazUye泥PγQノセssio"αｌＯｼ君zz"ｉｚα"０－
〃αMtz〃（1964)．「日経ビジネス」1975年２月３日号拙著「会社法規部」155頁以
下（1978年）
⑭Maddock，ｏｐ・Cit．Ｐ121.
個Hickman，Owens,andCornell,ＣＯ””αｆｃＣｏｚＪ"SCJα"ａｒｈｃＢ”,ａＳｙ"osi-
勿獅，１４Business1aw、９２５（1959）
Ⅳ若干のコメント
以下これにつき若干のコメ以上がルーダー教授の本論文の内容であるが，
ソトを付しておきたい。
まず会社法
性は，その
ルーダー教授が本論文でとくに強調している第一の点は，１
規部についての有利性である。筆者によれば，会社法規部の有利性は，
会社と社内弁護士との緊密さによ るもので，
この会社
法規部の規模如何にかかわらず，
りも本質的な利点を提供するという。その有効性は，社外弁護士よ
法規部の有利性は多面的である。
企業内におけるあらゆる法律事務が正確に処理できる，第１に，
用があり，
という効
これが法規部の最も基本的な効用であるといえる。 社内弁護士ば
り，社内の実社外弁護士と異なり，〃自分の依頼者は一人〃という立場にあり，
情や組織などの知識を正確に把握しているのが通常である。 それゆえに企業
内における法律実務の処理については企業の実態に密着して処理することが
可能となる。
第２に，予防法学の実行である。すなわち，完全なる会社法規部がその機
企業経営の意思決定から発生が予見される能をフルに活用することにより，
法的危険を予防法学的に阻止するこ ，社内弁護士は，会社に精通
これが可能となるのである。
とができる。
経営に相当な緊密さを確立しているから，し，
第一の効用についで会社法規部の基本的な効用といえる予防法学の実行は，
であろう。すなわ、すなわち，私がかねてよ り主張している“予防法学としての経営
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（１）
法学〃’よ会社法規部によって実践化される。
法規部を充実し社内弁護士の質的向上第３に，経済的効用をあげている。
を計ることにより社外弁護士の費用を削減することができる。
企業経営に協調させることができる。 シカゴ大学のルエリ元教授第４に，
｢本質的には経営を企画し組織すること」が法律家の仕事は であると述べて
社内弁護士である法規部員を取締役会， 常務会や経営委員会そいるように，
の他の各種の企業内の会議に出席させることによって， スペシャリティを発
揮させ企業経営に協調させることができる。
第５に，
できない。
トップマネジメソトに法的アドバイスができるという効用は無視
いかに優れた経営能力を有する経営者といえども， すべてを誤り
なく処理できる能力には限界がある。 ここに，企業経営における法的危険が
存在する。
この法的危険を回避するためには， 企業の内外をめぐる情報を客観的に分
折しなければならない。 この法的分析と法的評価を加え， または法的解決案
メソトに提供してとしての1情報を法的ア ドパイスという形式でト ツプマネジメ
"経営における主観主義〃
る。
２本論文で強調され弓
を排除するという効用が法規部に存在するのであ
ている第２の点は，会社法規部の専門化と社外弁護
士の利用である。会社法規部の専門化は，社内弁護士の専門化にかかわる問
法的環境の複雑化は当然のことながら社内弁護士の専門化を要求題である。
してくる￣ これとの関係で無視できないのがローファーム等の社外るであろう。
弁護士の利用である。
社内弁護士のほかにさらに社外弁護士の利用を必要とすることは， 小型法
規部であるゆえに，あらゆる専門分野についての専門の弁護士を擁しえない
（２）
企業の単なるピンチヒッター論では説明できない。企業ｶﾐ社内弁護士のほか
に社外弁護士を積極的に利用することの必要性は， 企業経営者の経営におけ
１１４
る主観主義の排除にある力:， 具体的には社内弁護士の不利性をカバーするこ
と社内弁護士と社外弁護士との相互協力体制化にあるといえよう。と，
(1)経営法学の定義および基本的な理念については拙稿「経営法学小論」
学11号27頁以下（1979年）
(2)拙稿「社内弁護士(2)」比較法制研究第２号（1978年）
国耒鎮洪
